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第５回玉名市議会（定例会）提出議題 

議番号 件          名 提案者 

５９ 令和３年度玉名市一般会計歳入歳出決算 市 長 

６０ 令和３年度玉名市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 市 長 

６１ 令和３年度玉名市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 市 長 

６２ 令和３年度玉名市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 市 長 

６３ 令和３年度玉名市浄化槽整備事業特別会計歳入歳出決算 市 長 

６４ 令和３年度玉名市水道事業会計決算 市 長 

６５ 令和３年度玉名市公共下水道事業会計決算 市 長 

６６ 令和３年度玉名市農業集落排水事業会計決算 市 長 

６７ 令和４年度玉名市一般会計補正予算（第４号） 市 長 

６８ 令和４年度玉名市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 市 長 

６９ 令和４年度玉名市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 市 長 

７０ 令和４年度玉名市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 市 長 

７１ 玉名市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の制定について 市 長 

７２ 玉名市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 市 長 

７３ 玉名市過疎地域持続的発展計画の策定について 市 長 

７４ 教育委員会委員の任命について 市 長 

報告９ 健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 市 長 

１０ 専決処分の報告について                  専決第７号 市 長 
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議第７１号 

 

   玉名市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の制定について 

 

 玉名市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例を次のように制定す

る。 

 

  令和４年９月２日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

   玉名市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年

法律第１９号。以下「法」という。）第８条第１項に規定する過疎地域持続的発展

市町村計画であって本市が定めるもの（以下「持続的発展計画」という。）に記載

された産業振興促進区域（同条第４項第１号に規定する産業振興促進区域をいう。

以下同じ。）内において、持続的発展計画において振興すべき業種として定められ

た製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業（法第２３条に規定する農林

水産物等販売業をいう。以下同じ。）又は旅館業（下宿営業を除く。以下同じ。）

（以下「適用事業」という。）の用に供する設備の取得等（取得又は製作若しくは

建設をいい、建物及びその附属設備にあっては改修（増築、改築、修繕又は模様

替をいう。）のための工事による取得又は建設を含む。以下同じ。）をした者に係

る固定資産税の課税免除に関し必要な事項を定めるものとする。 

（課税免除） 

第２条 市長は、法第２条第２項の規定による公示の日（以下「公示日」という。）

以後に、持続的発展計画に記載された産業振興促進区域内において、持続的発展

計画において振興すべき業種として定められた租税特別措置法（昭和３２年法律

第２６号）第１２条第４項の表の第１号の中欄又は第４５条第３項の表の第１号

の中欄に掲げる事業の用に供する設備で同法第１２条第４項の表の第１号の下欄

又は第４５条第３項の表の第１号の下欄の規定の適用を受けるものであって、取

得価額の合計額が次の各号に掲げる事業の区分に応じそれぞれ当該各号に定める

額以上のもの（以下「特別償却設備」という。）の取得等（租税特別措置法施行令

（昭和３２年政令第４３号）第２８条の９第１０項に規定する資本金の額等（以

下「資本金の額等」という。）が５，０００万円を超える法人が行うものにあって
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は、新設又は増設に限る。）をした者について、当該特別償却設備である家屋及び

償却資産並びに当該家屋の敷地である土地（公示日以後において取得したものに

限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該

土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地に限る。）

（以下「適用設備等」という。）に対して課する固定資産税について課税免除をす

る。 

⑴ 製造業又は旅館業 ５００万円 （資本金の額等が５，０００万円を超え１億

円以下である法人が行うものにあっては１，０００万円とし、資本金の額等が

１億円を超える法人が行うものにあっては２，０００万円とする。） 

⑵ 情報サービス業等又は農林水産物等販売業 ５００万円 

（課税免除の期間） 

第３条 前条の規定による課税免除の期間は、新たに固定資産税が課されることと

なった年度から３か年度とする。 

（課税免除の申請） 

第４条 第２条の規定により固定資産税の課税免除を受けようとする者は、規則で

定めるところにより、市長に課税免除の申請をしなければならない。 

（課税免除措置の承継） 

第５条 適用事業が承継された場合において、適用設備等が引き続き当該適用事業

の用に供されているときは、当該適用設備等に対して課する固定資産税の課税免

除の措置は、その承継人に対して行うことができるものとする。 

２ 前項の規定により適用事業の承継人が引き続き課税免除を受けようとするとき

は、規則で定めるところにより市長に届け出なければならない。 

（課税免除の取消し） 

第６条 市長は、固定資産税の課税免除の決定を受けた者が次の各号のいずれかに

該当すると認めるときは、当該決定を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により課税免除の決定を受けたとき。 

⑵ 適用事業を休止し、又は廃止したとき。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

提案理由  産業振興促進区域内における固定資産税の課税免除に関し必要な事項

を定めるため、条例を制定するものである。 
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議第７２号 

 

   玉名市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 玉名市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

  令和４年９月２日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

   玉名市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 玉名市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年条例第３３号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第３号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職員であって、

次のいずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中「第２条の４」を「当該子

の出生の日から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっ

ては当該期間の末日から６月を経過する日、第２条の４」に、「、２歳」を「当該子

が２歳」に改め、同号イを次のように改める。 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

(ア) その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）（当該

子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場合に該当してす

る育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合に

あっては、当該末日とされた日。以下（ア）において同じ。）において育児

休業をしている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に該当して

当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとするもの 

(イ) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常

勤職員であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き続いて

特定職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該更

新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとするもの 

第２条第３号ウを削る。 

第２条の３第３号中「ため、非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育す

る非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配
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偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間

の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達

日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期

間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末

日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとする場合であって」を「非常勤職員が」に、「該当するとき」を「該当す

る場合（当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしている場合で

あって第３条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当す

る場合、市長が定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合に該当する

場合）」に改め、同号イを同号ウとし、同号ア中「する育児休業」を「前号に掲げる

場合に該当してする育児休業」に、「する地方等育児休業」を「同号に掲げる場合又

はこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業」に改め、同号アを同号イと

し、同号にアとして次のように加える。 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合

若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者がこ

の号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業をする

場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の

日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

第２条の３第３号に次のように加える。 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間に

おいてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場合 

第２条の４中「ため、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該子の

１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児

休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新

され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとする場合であって」を「非常勤職員が」に改め、「各号」の次に
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「に掲げる場合」を加え、「とき」を「場合（当該子についてこの条の規定に該当し

て育児休業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２

号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情がある場合に

あっては同号に掲げる場合に該当する場合）」に改め、同条中第２号を第３号とし、

第１号を第２号とし、同条に第１号として次の１号を加える。 

⑴ 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶

者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休

業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日

以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

第２条の４に次の１号を加える。 

⑷ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の期間にお

いてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

第２条の５を削る。 

第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、同条第８号

中「その任期」を「任期を定めて採用された職員であって、当該任期」に、「非常勤

職員」を「もの」に、「育児休業に係る子について、当該任期が」を「任期を」に、

「に特定職に引き続き」を「引き続いて特定職に」に、「任期の末日の」を「育児休

業に係る子について、当該更新前の任期の末日の」に、「当該引き続き採用される」

を「当該採用の」に改め、同号を同条第７号とする。 

第３条の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準とし

て条例で定める期間は、５７日間とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例に

よる改正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）の規定の適用については、なお

従前の例による。 

 

 

提案理由  国家公務員の育児休業制度の見直しに伴い、条例の整備を図るもので

ある。 
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議第７３号 

 

   玉名市過疎地域持続的発展計画の策定について 

 

 玉名市過疎地域持続的発展計画を別紙のように定める。 

 

  令和４年９月２日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

 

提案理由  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１

９号）第８条第１項の規定により議会の議決を経る必要があるため。 
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議第７４号 

 

   教育委員会委員の任命について 

 

 本市教育委員会委員に次の者を任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意

を求める。 

 

  令和４年９月２日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩 

 

１                 

   神
かん

田
だ

 泉
いずみ

                

 

２ 略 歴 

   学 歴 

 平成 ５年 ３月              

 

   経 歴 

 平成 ９年１０月              

 平成１５年 ３月              

 平成１５年 ４月                

 平成２６年１１月                        

 

 

提案理由  教育委員会委員笠久美子氏が、本年１１月２９日に任期満了のため。 
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報告第９号 

 

   健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項及び第２２条第１項の規定により、令和３年度決算に関する健全化判断比率及

び資金不足比率を監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

 

  令和４年９月２日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

１ 健全化判断比率                     （単位：％） 

健全化判断比率 令和 3 年度 令和 2 年度 
早期健全化 

基 準 

財政再生 

基 準 

実質赤字比率 
― 

（△9.94） 

― 

（△4.69） 
12.57 20.00 

連結実質赤字比率 
― 

（△25.64） 

― 

（△20.55） 
17.57 30.00 

実質公債費比率 8.9 8.5 25.0 35.0 

将来負担比率 10.5 15.5 350.0  

 備考 実質赤字額及び連結実質赤字額がないため「―」と表示し、参考値とし 

て黒字の比率を（△）で示す。 

 

２ 資金不足比率                      （単位：％） 

特別会計の名称 令和 3 年度 令和 2 年度 
経営健全化

基 準 

玉名市浄化槽整備事業特別会計 
― 

（△19.5） 

― 

（△39.6） 
20.00 

玉名市水道事業会計 
― 

（△163.6） 

― 

（△165.1） 
20.00 

玉名市公共下水道事業会計 
― 

（△130.5） 

― 

（△150.9） 
20.00 
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玉名市農業集落排水事業会計 
― 

（△96.6） 

― 

（△101.3） 
20.00 

備考 資金不足額がない会計については「―」と表示し、参考値として資金余

剰金の比率を（△）で示す。 
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報告第１０号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分

した損害賠償の額の決定について、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

                                      

  令和４年９月２日 提 出 

                                      

玉名市長 藏原 隆浩     

                                      

１ 専 決 番 号  専決第７号（令和４年８月３日専決） 

             

２ 損害賠償の相手方              

                 

             

３ 損 害 賠 償 額  ６６，１８７円                

                                      

４ 和 解 事 項  当事者双方は、今後本件に関して裁判上又は裁判外にお

いて、一切の異議及び請求の申立てを行わない。     

                                      

５ 事 故 の 概 要  令和４年５月２７日午後７時頃、玉名市桃田運動公園運

動広場駐車場において、市消防団員が運転する公用車が、

駐車中の   氏所有の乗用車に接触し、左前方バンパー

を破損させたものである。 



 


